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１【提出理由】

　会社法第236条、第238条および第239条ならびに平成25年６月26日開催の当社株主総会の決議に基づき、平成25年８月８日開

催の取締役会において、新株予約権の募集事項を決定し当該新株予約権を引き受ける者を募集し平成25年９月１日に割り当て

ることにつき決議いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第

１項及び第２項第２号の規定に基づき、本報告書を提出するものです。

 

２【報告内容】

(1）銘柄

株式会社タカラトミー　第９回新株予約権

(2）発行数

2,500個

　上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる募集新株予約権の総数が減少したと

きは、割り当てる募集新株予約権の総数をもって発行する募集新株予約権の総数とする。

(3）発行価格

無償

(4）発行価額の総額

未定

(5）新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数　　当社普通株式250,000株

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式（完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標

準となる株式。）とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。

　ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式

の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により

調整する。当該調整後付与株式数を適用する日については、(6)②(ⅰ)の規定を準用する。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

　また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で付与株式数を調整する

ことができる。

　なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権原簿

に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知又は公告する。ただし、当該適用の日の

前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公告する。

(6）新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値に1.05を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げる。）又は割当日の終値

（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近の取引日の終値）のいずれか高い金額とする。ただし、当該金額が最低必達株

価である658円を下回る場合は、行使価額を658円とする。

①　割当日後、当社が当社普通株式につき、次の(ⅰ)又は(ⅱ)を行う場合、行使価額をそれぞれ次に定める算式（以下、「行使

価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

(ⅰ）当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割・株式併合の比率
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(ⅱ）当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満株主によ

る単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転

換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場

合を除く。）

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

(a）行使価額調整式に使用する「時価」は、下記②に定める「調整後行使価額を適用する日」（以下、「適用日」とい

う。）に先立つ45取引日目に始まる30取引日における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気

配表示を含む。以下同じ。）の平均値（終値のない日を除く。）とする。なお、「平均値」は、円位未満小数第２位ま

で算出し、小数第２位を四捨五入する。

(b）行使価額調整式に使用する「既発行株式数」は、基準日がある場合はその日、その他の場合は適用日の１ヶ月前の

日における当社の発行済普通株式総数から当社が保有する当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とする。

(c）自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替える。

②　調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによる。

(ⅰ）上記①(ⅰ)に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日（基準日を定めな

いときは、その効力発生日）の翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の

額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割が行

われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株

主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の終結の日までに新株

予約権を行使した（かかる新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の数を、以下、「分割前

行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生

じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

新規発行株式数＝
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数

調整後行使価額

(ⅱ）上記①(ⅱ)に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行又は処分の払込期日（払込期間が設けられたとき

は、当該払込期間の最終日）の翌日以降（基準日がある場合は当該基準日の翌日以降）、これを適用する。

③　上記①(ⅰ)および(ⅱ)に定める場合のほか、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普

通株主への配当を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等の条件等を勘案の

うえ、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。

④　行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は公告する。ただし、当該

適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。

(7）新株予約権の行使期間

平成25年９月１日から平成29年９月１日まで

(8）新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者は、割当日からその２年後の応当日の前日までの期間、新株予約権の全部又は一部を行使す

ることはできない。ただし、新株予約権の割当を受けた者は、下記②乃至⑤に定める事由が生じた場合には新株予約権の

全部又は一部を、該当条項の定めに従い行使することができる。

②　新株予約権の割当を受けた者は、当社に支配権の異動があった場合には、その時点で有する全ての新株予約権を行使する

ことができる。「支配権の異動があった場合」とは、以下のいずれかに該当する場合を指す。

(ア）第三者が当社の発行済普通株式又は総議決権の50％以上を取得した場合。ただし、以下の場合を除く。

(a）当社からの直接の取得

(b）当社による取得
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(c）当社又は当社が支配する法人が出資又は管理する従業員持株会（若しくは信託を活用した従業員持株制度におけ

る受託者）による取得

(d）下記③の(ア)、(イ)及び(ウ)に該当する組織再編行為による取得

(イ）割当日時点における当社の取締役会を構成する取締役（以下、「本在任取締役」という。）が取締役会の過半数を構

成しなくなった場合。ただし、割当日より後に取締役となった者で、その者を取締役候補者として株主総会に提案する

こと又はその者の選任が本在任取締役の少なくとも過半数により承認された者は、本在任取締役とみなすものとする

が、当初の選任が取締役の選解任をめぐる争奪戦（そのおそれがあった場合を含む。）又は取締役会以外の第三者に

よる委任状勧誘もしくは同意の勧誘の結果として行われた取締役は本在任取締役とはみなされない。

③　新株予約権の割当を受けた者は、当社を当事者とする合併契約承認の議案、分割契約若しくは分割計画承認の議案又は株

式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当

社取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、その時点で有する全ての新株予約権を行使することができ

る（なお、以上の組織再編行為を総称して以下、「事業統合」という。）。ただし、以下のすべてに該当する場合はこの限

りではない。

(ア）かかる事業統合の効力発生日直前に当社の発行済普通株式及び議決権を所有していた全ての者又は実質的に全ての

者が、効力発生日後において、事業統合の結果として生ずる会社（かかる事業統合の結果、一社以上の子会社を通じて

当社を支配する会社を含むが、これに限らない。）（当社が分割会社となる会社分割を行う場合、及び当社が完全親会

社となる株式交換を行う場合には、事業統合の結果として生ずる会社とは、当社を指すものとする。以下同じ。）の発

行済普通株式及び取締役選任に関して通常行使することができる発行済株式の議決権のそれぞれ60％超を引き続き

直接的又は間接的に、実質的に同比率で所有（間接的所有を含む。）することが予定されている場合

(イ）いかなる第三者（当社又は事業統合の結果として生ずる会社の従業員持株会（若しくは信託を活用した従業員持株

制度における受託者）を除く。）も、かかる事業統合の結果として生ずる会社のその時点における発行済普通株式又

は総議決権の50％以上を、直接的又は間接的に所有しないことが予定される場合。ただし、事業統合前から上記を満た

す株式保有関係が継続することが予定される場合はこの限りではない。

(ウ）事業統合の結果として生ずる会社の取締役会構成員の少なくとも過半数が、かかる事業統合に関する契約締結時又は

かかる事業統合を決定する当社取締役会の決議時若しくは代表執行役の決定時において、本在任取締役により構成さ

れることが予定されている場合。

④　新株予約権の割当を受けた者は、当社が実質的にすべての資産の売却又は処分を行った場合には、その時点で有する全て

の新株予約権を行使することができる。ただし、売却又は処分の相手方が、以下のすべてに該当する法人である場合はこ

の限りではない。

(ア）かかる売却又は処分の直前に当社の発行済普通株式及び議決権のそれぞれを所有していた全ての者又は実質的に全

ての者が、かかる売却又は処分後において、当該法人の発行済普通株式及び取締役選任に関して通常行使することが

できる発行済株式の議決権のそれぞれ60％超を実質的に、直接的又は間接的に同比率で所有（間接所有を含む。）し

ている場合

(イ）いかなる第三者（当社又はかかる売却若しくは処分の相手会社の従業員持株会（若しくは信託を活用した従業員持

株制度における受託者）を除く。）も、かかる当該法人のその時点における発行済普通株式又は取締役選任に関して

通常行使することができる発行済株式の議決権のいずれについても、その50％以上を直接的又は間接的に所有してい

ない場合。ただし、当該売却又は処分の前から上記50％以上の株式保有関係があった場合はこの限りではない。

(ウ）当該売却又は処分の相手方となる法人の取締役会構成員の少なくとも過半数が、かかる資産の売却若しくは処分に関

する契約締結時又はかかる資産の売却若しくは処分を決定する当社取締役会の決議時若しくは代表執行役の決定時

において、本在任取締役から構成されることが予定されている場合又は当社取締役会により選任若しくは指名された

者である場合。

⑤　新株予約権の割当を受けた者は、当社に清算の開始原因に該当する事由が生じた場合には、その時点で有する全ての新株

予約権を行使することができる。
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(9）新株予約権の行使により株券を発行する場合の当該株券の発行価格のうちの資本組入額

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出さ

れる資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額か

ら上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(10）新株予約権の譲渡に関する事項

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

(11）発行方法

　当社海外子会社の役員に対する第三者割当ての方法による。

(12）提出会社が取得する手取金の総額並びに使途ごとの内容、金額及び支出予定時期

　本新株予約権は無償で発行されるものであり、新規発行による手取金は発生しない。

　また、新株予約権の行使による払込みは新株予約権の割当てを受けた者の判断によるため、現時点でその金額、時期を資金

計画に織り込むことは困難である。したがって、新株予約権の行使による払込みの手取金は当社の運転資金に充当する予定

であるが、具体的金額は行使による払込みが行なわれた時点の状況に応じて決定する。

(13）新規発行年月日

平成25年９月１日

(14）上場金融商品取引所

　該当なし

(15）引受人又は売り出しを行う者の氏名又は名称

　該当なし

(16）募集を行う地域

アメリカ合衆国

(17）本新株予約権の取得者

　本新株予約権の取得者は、当社海外子会社の役員２名である。

(18）出資関係、取引関係その他これらに準ずる取得者と提出会社との関係

該当なし

(19）保有期間その他の本新株予約権の保有に関する事項についての取得者と提出会社との間の取決めの内容

　取決めの内容は、当社と新株予約権者の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権割当契約において定める。

 

以　上
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